
 

【１５】帰国・外国人児童生徒受入促進事業（拡充） 

平成２０年度概算要求額：332百万円

（平成１９年度予算額：157百万円）

事業開始年度：平成１９年度

事業達成年度：平成２１年度

 

 

 

 

初等中等教育局国際教育課 （課長：手塚 義雅） 

 

 

 

大臣官房国際課 (課長：吉尾 啓介) 

文化庁国語課 （課長：町田 大輔） 

 

 

 

教育委員会に相談員等を配置し、関係機関等と連携した就学支援や就学前の外国人児童生徒への初期指導教

室（プレクラス）の実施、外国人児童生徒教育の拠点となるセンター校の設置などの地域・学校での受入体制

の整備を行う実践研究等を行う。 

 

 

 

（事業の背景等） 

達成目標２－１－３の目的を達成するためには、地域において、外国人の子どもに対する日本語指導、適応

指導などの教育支援が不可欠であり、本事業により、そのような支援の体制の整備を図ることとしている。 
 
（本事業に関係する審議会からの提言等） 
・ 「「生活者としての外国人」問題への対応について」 
（平成１８年１２月２５日 外国人労働者問題関係省庁連絡会議） 
・ 「アジア・ゲートウェイ構想」（平成１９年５月１６日 アジア・ゲートウェイ戦略会議） 
・ 「経済成長戦略大綱」（平成１９年５月２８日 経済財政諮問会議） 

・「長期戦略指針「イノベーション２５」」（平成１９年６月１日閣議決定） 

 

 

 

事業の波及効果が期待され、効率性の観点から妥当である。 

 

（事業アウトプット） 

本事業の実施により、全国５０地域において、帰国・外国人児童生徒の受入体制の整備や不就学の外国人

の子どもに対する就学促進が図られる。  

 

（事業アウトカム） 

本事業の実施により、全国的に外国人児童生徒の教育の充実が図られ、確かな学力の向上や信頼される学

校づくりにも資する。 

 

 

 

（施策目標） 

施策目標２－１ 確かな学力の育成 

 

（上位目的のために必要な効果が得られるか） 

本事業を実施することにより、学校における帰国・外国人児童生徒への日本語指導等の支援体制の整備が図られ

るため、上位目的を達成することができる。 

 

本事業は、全国を対象にする予定であり、公平性は担保できると判断する。 

 

 

 

●有効性 

●関係課 

●主管課 

●事業の概要 

●効率性 

●必要性 

●公平性、優先性 



 

 

 

 

 

外国人児童生徒教育の充実については、従来より日本語指導を行う教員の配置やＪＳＬ（第二言語とのしての日本

語）カリキュラムの開発、日本語指導者等に対する講習会の実施等を行ってきた。平成１８年度は、地域の外国人児

童生徒の受入体制の包括的な整備を行うため、センター校の設置や、母語のわかる指導協力者やコーディネーター

を配置し、日本語指導教室を設置するなど、地域における日本語指導、適応指導の充実を図る支援体制モデルの構

築を行うことを目的に、全国１６地域を指定し、新たに「帰国・外国人児童生徒教育支援体制モデル事業」を実施した。 

 

なお、平成１８年度の公立学校における日本語指導が必要な外国人児童生徒数のうち、学校で日本語指導等特別

な指導を受けている児童生徒の割合は、８５．６％で、平成１７年度と比較すると９．１％増加した。 

 

 

 

教育委員会等に対する説明会の開催や文部科学省ホームページ等で事業概要を公開する予定。 

●１８年度実績評価結果との関係 

●広報計画 



○教育委員会に相談員等を配置し、関係
機関等との連携による就学支援を実施
・外国人に対する学校説明会
・企業と連携した就学啓発活動
・外国人登録部局と連携した就学相談 等

①
渡
日
後

①
渡
日
後

日本の学校制度
が分からない

○初期指導教室（プレクラス）の実施
・日本の学校生活への適応指導
・挨拶、ひらがな、カタカナ等の基本的な日本語指導
・基礎的な学習の指導 等

②
入
学
前
・入

学
直
後

②
入
学
前
・入

学
直
後

日本語が分から
ない

○受入体制の整備
・母語のわかる指導協力者やコーディネーターの配置
・帰国・外国人児童生徒教育の拠点となるセンター校の設定
・域内の小中学校に対する巡回指導の実施

・放課後の補充学習（宿題の指導等） 等

③
入
学
後

③
入
学
後

授業が分からない

①日本の学校制度を知らないまま入国する外国人の増加
②外国人の居住実態が不確定、就労環境、親の意識の違いによる不就学
の外国人の子どもの出現
③公立学校に就学する帰国・外国人児童生徒の増加による日本語指導が
必要な児童生徒の増加

①日本の学校制度を知らないまま入国する外国人の増加
②外国人の居住実態が不確定、就労環境、親の意識の違いによる不就学
の外国人の子どもの出現
③公立学校に就学する帰国・外国人児童生徒の増加による日本語指導が
必要な児童生徒の増加

外国人の子弟の増加及びそれに伴う課題

各段階（３ステップ）による支援の必要性
（下記の事業を外国人が多く集住する地域に委嘱）

成 果 の 還 元
（フォーラムの開催等）

全国の教育委員会・教育現場等全国の教育委員会・教育現場等

公立学校の受入体制の一層の充実
効果的な就学促進方策の推進


